
 

 

 

 

特 定 多 国 籍 企 業 グ ル ー プ に 係 る 最 終 親 会 社 等 届 出 事 項 

兼最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の 

提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供 
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次のとおり 

□① 

□② 

□③ 

□④ 

特定多国籍企業グループに係る最終親会社等届出事項 

最終親会社等届出事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等  

国別報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等

事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等 

（□修正） 

（□修正） 

（□修正） 
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を提供します。 
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特定多国籍企業グループに係る最終親会社等届出事項等の記載要領 
 

１  この様式（初葉及び次葉）は次に掲げる情報を提供する場合に使用するものです。提供する

内容に応じ、「提供内容」欄の該当する□にレ印を付してください（同時に複数の情報を提供す

る場合には、該当する全ての□にレ印を付してください。）。 

なお、既に提供した内容を修正する場合には、「修正」の□にレ印を付してください。 

① 租税特別措置法第 66 条の４の４第５項（特定多国籍企業グループに係る国別報告事項の提

供）の規定により最終親会社等届出事項（同項に規定する最終親会社等届出事項をいいます。

以下同じです。）の提供が義務付けられている特定多国籍企業グループ（同条第４項第３号に

規定する特定多国籍企業グループをいいます。以下同じです。）に係る最終親会社等（同条第

４項第５号に規定する最終親会社等をいいます。以下同じです。）の情報（最終親会社等が代

理親会社等（同条第４項第６号に規定する代理親会社等をいいます。以下同じです。）を指定

した場合には、代理親会社等の情報を含みます。） 

② 租税特別措置法第 66 条の４の４第６項に規定する最終親会社等届出事項の提供義務者が

複数ある場合においてこれらの提供義務者を代表して最終親会社等届出事項を提供する法人

等の情報 

③ 租税特別措置法第 66 条の４の４第３項に規定する国別報告事項（同条第１項に規定する国

別報告事項をいいます。以下同じです。）の提供義務者が複数ある場合においてこれらの提供

義務者を代表して国別報告事項を提供する法人等の情報 

④ 租税特別措置法第 66 条の４の５第２項（特定多国籍企業グループに係る事業概況報告事項

の提供）に規定する事業概況報告事項（同条第１項に規定する事業概況報告事項をいいます。

以下同じです。）の提供義務者が複数ある場合においてこれらの提供義務者を代表して事業概

況報告事項を提供する法人等の情報 

※１ 特定多国籍企業グループの構成会社等（租税特別措置法第 66 条の４の４第４項第４号に

規定する構成会社等をいいます。以下同じです。）である内国法人又は恒久的施設を有する

外国法人は、例えば、その最終親会社等が外国に所在し、その居住地国（同条第４項第８

号に規定する居住地国をいいます。）において、国別報告事項に相当する事項の提供が免除

されている場合であっても、最終親会社等届出事項を提供する必要があります。 

※２ ②、③及び④の情報を提供した場合には、提供義務者を代表して提供する法人以外の法

人はそれぞれ、最終親会社等届出事項（②の情報を提供した場合）、国別報告事項（③の情

報を提供した場合）及び事業概況報告事項（④の情報を提供した場合）を提供する必要は

ありません。 

２  この届出事項は、国税電子申告・納税システム（e-Tax）を使用して、それぞれ次に掲げる場

合に応じて、各期限までに提供者の納税地の所轄税務署長に提供してください。 

⑴ １①又は②についての情報を提供する場合 

最終親会計年度（租税特別措置法第 66 条の４の４第４項第７号に規定する最終親会計年度

をいいます。以下同じです。）の終了の日まで 

⑵ １③又は④についての情報を提供する場合 

最終親会計年度の終了の日の翌日から 1年以内 



 

※ ⑴の情報を提供する際に、⑵の情報を同時に提供することができます。 

３ 各欄は、次により記載してください。 

⑴ 「内国法人・外国法人」欄には、この届出事項の提供者が該当する□にレ印を付してくだ

さい。 

提供者が恒久的施設を有する外国法人である場合には「外国法人」の□にレ印を付してく

ださい。 

⑵ 「納税地」欄は、次に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次の所在地を記載してください。 

イ 内国法人 その本店又は主たる事務所の所在地 

ロ  恒久的施設を有する外国法人 恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業所その

他これらに準ずるもののうちその主たるものの所在地 

※ 国税局長等により納税地の指定を受けている場合には、指定された納税地を記載してく

ださい。 
⑶ 「本店又は主たる事務所の所在地」欄には、登記してある本店又は主たる事務所の所在地

を記載してください。 

なお、提供者が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「本店又は主たる事務所の所

在地」欄は国外の本店又は主たる事務所の所在地を記載してください。 

⑷ 「法人番号」欄には、法人番号（13 桁）を記載してください（法人番号を有しない場合は

記載不要です。）。 

⑸ 提供者が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「代表者氏名」欄には恒久的施設を

通じて行う事業の経営の責任者の氏名を記載してください。 

⑹ 「提供対象の最終親会計年度」欄には、提供対象となる最終親会計年度を記載してくださ

い。 

⑺ 「最終親会社等届出事項」の各欄は、次により、各最終親会計年度終了の日における情報

を記載してください。１②の情報を提供する場合についても同様に、各最終親会計年度終了

の日における情報を記載してください。提供する日において、記載項目の情報が確定してい

ない場合は、予定している情報を記載してください。 

イ 「国別報告事項の提供者の属性」欄には、国別報告事項の提供者が該当する□にレ印を

付してください。 

なお、国別報告事項の提供者が、最終親会社等及び代理親会社等に該当しない場合には

「その他」の□にレ印を付してください。 

ロ 「最終親会社等」の各欄には、最終親会社等の名称、納税地、本店又は主たる事務所の

所在地、法人番号（法人番号を有しない場合は記載不要です。）及び代表者の氏名をそれぞ

れ記載してください。 

なお、最終親会社等が外国法人である場合、「納税地」欄の記載は不要であり、「本店又

は主たる事務所の所在地」欄に国外の本店若しくは主たる事務所の所在地及び所在国又は

その事業が管理され、かつ、支配されている場所の所在地及び所在国を記載してください。 

ハ 国別報告事項の提供者が代理親会社等である場合には、「最終親会社等」の各欄を記載す

るとともに、「代理親会社等」の各欄に代理親会社等の名称、納税地、本店又は主たる事務

所の所在地、法人番号（法人番号を有しない場合は記載不要です。）及び代表者の氏名をそ

れぞれ記載してください。 



 

なお、代理親会社等が外国法人である場合、「納税地」欄の記載は不要であり、「本店又

は主たる事務所の所在地」欄に国外の本店若しくは主たる事務所の所在地及び所在国又は

その事業が管理され、かつ支配されている場所の所在地及び所在国を記載してください。 

ニ 「提供義務者が複数ある場合における代表提供者」の各欄は、１②の情報を提供する場

合に記載してください。当該各欄には最終親会社等届出事項を代表して提供する法人の名

称、納税地、本店又は主たる事務所の所在地、法人番号（法人番号を有しない場合は記載

不要です。）及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。 

なお、代表して提供する法人が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「納税地」

欄に恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業所その他これらに準ずるもののうち

その主たるものの所在地を記載し、「本店又は主たる事務所の所在地」欄は国外の本店又は

主たる事務所の所在地及びその所在国を記載してください。また、「代表者氏名」欄には恒

久的施設を通じて行う事業の経営の責任者の氏名を記載してください。 

⑻ 「国別報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者」の各欄は、１③の情報

を提供する場合に記載してください。当該各欄には国別報告事項を代表して提供する法人の

名称、納税地、本店又は主たる事務所の所在地、法人番号（法人番号を有しない場合は記載

不要です。）及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。 

なお、代表して提供する法人が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「納税地」欄

に恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業所その他これらに準ずるもののうちその

主たるものの所在地を記載し、「本店又は主たる事務所の所在地」欄は国外の本店又は主たる

事務所の所在地及びその所在国を記載してください。また、「代表者氏名」欄には恒久的施設

を通じて行う事業の経営の責任者の氏名を記載してください。 

⑼ 「事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者」の各欄は、１④の

情報を提供する場合に記載してください。当該各欄には事業概況報告事項を代表して提供す

る法人の名称、納税地、本店又は主たる事務所の所在地、法人番号（法人番号を有しない場

合は記載不要です。）及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。 

なお、代表して提供する法人が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「納税地」欄

に恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業所その他これらに準ずるもののうちその

主たるものの所在地を記載し、「本店又は主たる事務所の所在地」欄は国外の本店又は主たる

事務所の所在地及びその所在国を記載してください。また、「代表者氏名」欄には恒久的施設

を通じて行う事業の経営の責任者の氏名を記載してください。 

⑽ １②、③及び④の情報を提供する場合には、「最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業

概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供（付表）」

を併せて使用し、各届出（報告）事項の提供を要しないこととされる法人の情報を提供して

ください。 

⑾ 「最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合

における代表提供者に係る事項等の提供（付表）」は、次により記載してください。記載に当

たっては、１②、③及び④の情報を提供することによりその提供を要しないこととされる法

人を全て記載していただく必要があります。 

イ 「提供内容」欄は、提供する内容に応じ該当する□にレ印を付してください。該当する

全ての□にレ印を付して複数の情報を同時に提供することができますが、提供する情報が



 

同一である場合に限ります。 

ロ 「法人区分」欄は、各届出（報告）事項の提供を要しないこととされる法人が該当する

欄に○印を記載してください。 

なお、当該法人が恒久的施設を有する外国法人である場合には、「外国法人」に○印を記

載してください。 

ハ 内国法人に係る情報を記載する場合には、「恒久的施設を通じて行う事業に係る主たる事

務所等の所在地」欄の記載は不要です。 

ニ 恒久的施設を有する外国法人に係る情報を記載する場合には、「本店又は主たる事務所の

所在地」欄に国外の本店又は主たる事務所の所在地を記載し、「恒久的施設を通じて行う事

業に係る主たる事務所等の所在地」欄に恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業

所その他これらに準ずるもののうちその主たるものの所在地を記載してください。また、

「代表者氏名」欄には恒久的施設を通じて行う事業の経営の責任者の氏名を記載し、「法人

番号」欄には法人番号（13 桁）を記載してください（法人番号を有しない場合は記載不要

です。）。 


